
１．他市の景観保全に係る取組事例 

（１）登録・認定建造物制度の事例（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 1 

 
「歴史を生かしたまちづくり」の推進について（横浜市・H25.11）抜粋 



 

第２章 歴史的建造物の登録  

（登録）  

第４条 市長は、景観上価値があると認める歴史的建造物について、その所有者の協・の 

もとに横浜市登録歴史的建造物（以下「登録歴 史的建造物」という。）として台帳に登録 

することができる。   

（支援措置）  

第６条 市長は、登録歴史的建造物が適切に保全活用されるよう、保全調査の実施等必要 

な支援措置を講じることができる。  

（現状変更行為の通知）  

第７条 登録歴史的建造物について、その外観にかかわる大規模な改変等を・おうとす 

る者は、あらかじめ、その旨を市・に通知しなければならない。（後略） 

第３章 歴史的建造物の認定 

（認定）  

第 10 条 市・は、登録歴史的建造物のうち特に重要な価値を有すると認めるものについ 

て、その所有者の同意を得て横浜市認定歴史的建造物（以下「認定歴史的建造物」とい 

う。）として認定することができる。  

（保全活用計画）  

第 12 条 市・は、認定歴史的建造物として認定しようとするときは、あらかじめ、その 

所有者と協議のうえ、その保全と活・に関する計画（以下「保全活・計画」という。）を 

定めるものとする。  

２ 前項の保全活・計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。  

(1) 保全活・・針に関する事項  

(2) 保全すべき外観等の部位並びにその意匠、構造及び材料に関する事項  

(3) 敷地の利・及び・・等の配置に関する事項  

(4) その他保全と活・のために必要な事項  

（現状変更行為の届出）  

第 14 条 認定歴史的建造物について、保全活用計画にかかわる変更行為をしようとする 

者は、あらかじめ、その旨を市長に届出なければならない。ただし、景観条例第 14 条の 

２に定める特定景観形成歴史的建造物について、景観条例第 14 条の４に定める保存活・ 

計画に基づき・われる・為はこの限りでない。 

２ 前項の規定による届出について必要な事項は、歴史要綱実施要領第７条に定める。  

（指導及び助言）  

第 15 条 市・は、前条の規定により現状変更・為の届出があった場合において、認定歴 

史的建造物の保全のため特に必要があると認めるときは、当該届出をした者に対して指 

導及び助・をすることができる。  

【歴史を生かしたまちづくり要綱（横浜市・2019年 3月 12日）抜粋】 

 



 

（２）保全する建築物の選定基準の事例（京都市） 

①京都市京町家の保全及び継承に関する条例 

 ・建築基準法施行の際現存した伝統的な構造及び都市生活の中から生み出された形態又は 

意匠を有するものを京町家と定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②金澤町家の保全及び活用の推進に関する条例 

   ・伝統的な構造、形態又は意匠を有する木造の建築物（寺院、神社、教会その他これらに 

類するものの建築物を除く。）のうち、市の歴史、伝統及び文化を伝える建築物で、建築 

基準法の際に現存していたものを金澤町家と定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「京町家未来へ」リーフレット 

 

 

 

出典：金澤町家情報館 



 


